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1は じ め に
周知の ごと く,制 定法(成 文法)主 義を とる ドイツ連邦共和 国(以 下 ドイツと呼ぶことにする)に お
け る企 業会計制度の在 り方を考察す る際には,法 と会計の関係,と りわけ,両 者を結 びつけ る役
割 を 果 た してい る 「正規 の簿記 の諸原則 」(GrundsatzeordnungsmaBigerBuchfUhrung)なる概念
の考察 が不 可欠 であ る。
この 「正規 の簿記の諸原則」 なる概念 は商法典だけで な く,所 得税法 にもみ られ るものである。
す なわち,商 法典第238条 は,す べての商人にた い して,「 正 規の簿記 の諸原則」 に従 って,帳 簿
を記帳す る こと,な らびにそ こに おいてみずか らの商取 引 と財産状態を 明 らか にす ることを義務
づ けてお り,ま た商法典第264条 第2項 は資本会社 の年度決算書が 「正規 の簿 記の諸原則 」に合
致 していなけれぽ な らない ことを規定 してお り,さ らに所得税法 第5条 は経営 財産 を 「商法上の
正規 の簿記の諸原則」 に従 って表示す ることを義務づけ ているのである。 また,そ の 際,こ の
「正規 の簿記の諸原則」 に従 って作成 された貸借対照表が課税所得 の算定基礎 とな らなければな
らない こと,つ ま り,商 事貸借対 照表(Handelsbilanz)の 税務貸借対照表(Steuerbilanz)に たい
(1>
す る 「基準性原則」(MaBgeblichkeitsprinzip)が 規定 されてい るので ある。
この よ うな法律上 の諸規定 か ら,「 正規 の簿記 の諸原則 」な る概念が取引 の 記帳 か ら年 度決算
書 の作成 お よび公表 にいた る までのすべての過 程にかかわ りを もち,さ らに税の申告に際 しても
重要 な役割を果た している ことが明 らか となる。 しか も,そ れだ けに とどまらず,「 正規 の 簿 記
の諸原則」は,法 令 お よび定款 とならんで}監 査を実施す る際の規範(Normen)と しての 役割を
(2)
も果 たすのであ る。
この よ うに,「 正規の簿記 の諸原則」 は,ド イ ツにおけ る企業会計 の全 領域 に深いかかわ りを







ては さまざまな意見が表明 され てい る。 本稿は,1985年 商法典以後 に展開 された新 しい 「正規
(S)
の簿記 の諸 原則 」論を,ベ トゲの所論 を中心に して,考 察 しよ うとす るの である。
II「 正規の簿記の諸原則」概念
詳 細 な内容を有す る法 律規 定 といえ ども,な お.考 え うるすべ ての事 例を規定す ることはで きな
い。 こ うした事態 に対処 す るた めに,し ぼ しば,「 不確定 の法 概 念」(unbestimmteRechts-oder
Gesetzesbegriffe)が 用 い られ る。 こ うしたそ の内容を法律 の条文 においては規 定 しない概念を用





はできないので,不 確定の法概念である 「正規の簿記の諸原則」が用いられる。すなわち,年 度
決算書は正規の簿記の諸原則に従 って作成されなけれぽならない,と 規定 され るの で あ る。(商
法典第243条第1項)。こうした内容の不確定な概念をその体系内に組込むことによって,法 はかえっ
(2)
て 「新 しい認識 と経済状態の変化に適合す ることができる」 ようにな:るといわれているのである。
このような柔軟な性格を備えた概念であるか らこそ,企 業をとりまく環境がはげ しく変化し,法
律上の明文規定を欠いている新 しい事態,と りわけ,新 しい会計実務が進展 してきている現代に
おいては,そ の果たす役割はとくに大 きいといわなけれぽならない。それだけに,そ うした概念
の内容が何に基づいて,ま た,ど のように獲得されるかとい うことを考察することは,現 代の ド
イツ会計制度の特徴を明らかにするうえで,重 要な作業であるといえる。
ところで,こ うした 「正規の簿記の諸原則」は帳簿記帳の枠内における取引の記録に関係する
だけでな く,年 度決算書の作成にも関係 しているのである。「正規の簿記の諸原則」の遵 守 は,
帳簿記帳(商 法典第238条第1項)お よび年度決算書(商 法典第243条第1項 および第264条第2項)の 「一
般規範」(Generalnormen)と なっているのである。 「正規の簿記の諸原則」は,年 度決算書の作
成に際 して考慮されなければならない特定の事象にたい して適用 しうる法律規定が何も存在 して




商 法 典 に お け る 「正 規 の 簿 記 の 諸 原 則 」 遵 守 の 義 務 づ け が 商 人 に よ り果 た さ れ う る た め は,







「正 規 の簿記 の諸 原則 」の体系(einSystemvonGoB)ともい うべ き ものが獲得 されなけれぽ なら
ない。 「正規 の簿記の諸原則 」の獲得 に関 しては,こ れ までは,大 別 して,「 帰納的方法」(indu・
kutiveMethode)と 「演繹的方法」(deduktiveMethode)と い う二つの方法が用 いられ て きた。
帰納 的方 法では,商 人の見解か ら,一 個 のまたは複数の 「正規 の簿記 の諸 原則」 が推 論 され る
のであ る。 この方法 は,シ ュマ ー レンバ ッハに よ って も主 張 された もの であるが,こ こでは 「規
律を守 りか つ尊 敬に値 す る商人の 見解」(AnsichtenderordentlichenundehrenwertenKaufleute)
が 「正規 の簿記の諸原則」の重要 な源泉 とみな されてい る。 しか し,今 日では,こ うした方法は
用 い られ ていない。 とい うのは,商 人は,た しか に,貸 借対照表作成 に関 する問題 す なわ ち,
会計問題 については専門的知識は持 っているが,し か し,商 人は中立的 ではな く,し たが って,
「正 規 の簿記 の諸 原則 」の獲得に際 しては,こ れ をみず か らに有利に形成す る ことが十分 に考え
られ るか らである。 さらに,そ もそ も 「規律を守 りかつ尊敬 に値 す る商人 の見解」 とは どの よう
な見解 であ り,こ れ とそれ以 外の見解 とは どの よ うに違 うのかを明 らかにす ることも,き わ めて
(1)
困難 なのである。
これにた いして,演 繹的方法 は,「 正規 の簿記 の諸 原則 」の獲得のため に,年 度決算 書 の 「目
的」(Zwecken)か ら出発す る。 しか し,こ うした 目的 の重 要度お よび優先順位 に関 しては,一 致
がみ られ ていないので ある。ベ トゲは,一 般 に認 め られた,統 一的 な 目的体系 とい った ものは何
ら存在 してお らず,し たが って また,そ うした ものを前提 とす ることはで きない としてい るので
ある。 つ ま り,「 経営経 済的正規の簿記の諸原則」(betriebswirtschafdicheGoB)を 獲得す るため
の前提 が欠 けてい ると して いるのである。 そ こで,ベ トゲは,「 経 営経 済的演繹的方法」(betriebs・
wirtschaftlichdeduktiveMethode)を用 いて普遍 妥 当性を有す る 「正規 の簿記の 諸 原 則 」を 開
(2)
発 しよ うとす る試 みについては,こ れを ほとん ど見込 みのない もの と して いるのである。
そ の うxで,さ らに,ベ トゲは 「商法 的演 繹 的 方 法」(handlesrechtlichdedukutiveMethode)
に検討 を加 え ている。 この方法 は,法 律か ら抽出 された年度 決算書の 目的か ら出発 し,こ の 目的
に関 す る経営経済 的な考慮 または利 害か らは出発 しないとい う点で,経 営経済的演繹的方法 とは
異 なる。 しか し,商 法上の年度決 算書 の 目的は,年 度決算書 の受手 の異 な る利 害に配慮 しかつそ
れ らの調整 をはか らなけれぽ な らない とい う立 法者の意図 によって,「 合 意 と妥協」(Konsensund
KompromiB)の 産物 とな らざ るをえない。そ こで,ベ トゲは,こ うした 明確 なまたは 「支配 的な
目的 の欠如」(derfehlendedominanteZweck)を前提 に して 商 法的演繹的方法を適用す るこ とは
で きない として,こ の方法に代 えて,法 学 において広 く用 い られ ている解釈方法 すなわち 「法解
(3)釈 学
」(Hermeneutik)を 援 用 す る こ と を 主 張 す る の で あ る。
こ う して,ベ トゲ は これ ま で の 「正 規 の 簿 記 の 諸 原 則 」 の 開 発 ま た は 導 出 方 法 に 批 判 を 加 え,





規の簿記 の諸 原則 」論 の展開方向 をみ ることがで きるのであ る。
IV「 正規の簿記の諸原則」と法解釈学
演 繹的方 法を用 い る場 合には,経 営経済 的にか あ るいは商法上支配的 な帳簿記帳 お よび年 度決
算書の 目的か ら,「 正規 の簿記 の諸原則 」が導出 され る。 こ うした方 法の適 用が,す でにみ た ご
と く,困 難 であるだけ でな く,現 行の商法典 には,以 前 には法典 化 されて いなか った多 くの原則
がすでに具体化 されてい るの で,演 繹 は もはや 「正 規の簿記の諸原則」の解釈 と発 見のための十
分 かつ適 当な方 法 とはな らな くなった。 そ こで,ベ トゲは,「 正規 の簿記 の諸原則 」に関 す る法律
規定 の解釈 に重 点を置 く 「法解釈 の法学 的方法」(jur童stischeMethodederGesetzesauslegung)す
(1)
なわ ち法解 釈学に よって,演 繹 を補 完す る(zuerganzen)必 要があ ると主張す るのである。
この 「法 解釈 学的方法」(hermeneutischeMethode)は 法学 において認め られかつ広 く用い られ
て いる法規 範の解釈方法 であ り,そ れ は法律 を 理 解 す る た め の 「全体 的方 法」(ganzheitliche
Methode)で あ るとされて いる。 ベ トゲは,こ うした法解釈学 の方法を用 いて,貸 借 対照表 に 関'
す る商法規 定を考察す るので ある。 その際,と くに,法 律の文言お よび語意,法 律の意味関連,
法律 の成立 史,立 法資料お よび立法者 の見解,な らびに経営経済的観点 に基づ い て,「 正規 の簿
(2)記
の諸原則 」の法解釈学 的解 釈 と具体化が考察 され ているのであ る。
さて,ベ トゲは,「 正規 の簿記 の諸原則」 の解釈 または獲得に関 して,法 典化 され て い る 「正
規 の簿記 の諸原則 」の解釈 と法典 化 されて いない 「正規 の簿記 の諸原則」 の開 発 とい う二つの事
例 を 区別 してい る。
事:例1(法 典化されている正規の簿記の諸原則)に 関 して:
ここでは,ま ず,解 釈 され るべ き規 定の 「文言」(Wortlaut)お よびそ こか ら推測 さ れ る 「語
意」(Wortsinn)の 検討か ら始め られ る。 同時 にまた,解 釈 され るべ き規 定 とその他 の 「正 規 の
簿記 の諸 原則 」お よび貸借対照表 作成 規定 との 「意味関連」(Bedeutu㎎szusammenhang)が把 握
され,さ らに,当 該規定 の 「成立 史」(Entstehungsgeschichte)が 考察 され る。そ の際,こ の規 定
が最終 的に法典化 され るまでの事態 の推移を文書化 した,公 表 され ている 「資 料」(Materialien)
(草案,理 由書,議 事録)が 検討 され る。 法解釈学的方法が全体的方法 といお れる理 由 もこ うした点
にあ るとい える。
こうした意味関連 の分析お よび成立 史の点検か ら得 られた認識 によって,以 前 にお こなわれ 亡
い た文 言お よび語意の解釈が修正 され ることもあ る。ベ トゲは,そ の際,そ うした解釈は帳簿記
帳 目的 お よび年度決算書 目的 を念 頭においた もので なければ な らない として,次 の よ うな 目的範
(3)疇
を 区 別 し て い る。





(ロ)年 度決算書に関 して,立 法者によって設定された目的
の 法律において暗示的に表現されている,年 度決算書の客観的 ・目的論的 目的
←)経 営経済的側面をも考慮に入れた うえで獲得された,帳 簿記帳と年度決算書の目的
なお,法 典化 された,ま たは法律のなかに列挙 されている 「正規の簿記の諸原則」の解釈は憲
法に違反するものであってはならない。 解釈の 「合憲性」(Verfassungskonformitat)が 他のすべ
④
ての解釈基準にたい して絶対的な上位を占めるのである。
事例2(法 典化されていない 「正規の簿記の諸原則」)に関 して:
ここでは,現 在のところ法律外のすなわちまだ法典化されていない 「正規の簿記の諸原則」に
ついて,解 釈者は提案されている 「正規の簿記の諸原則」に立ち入 り,そ してそれが商法典に合
致するものであるか どうかを検討する。 しか しながら,こ こでは,法 律の文言と語意,法 律の成
立史および当該 「正規の簿記の諸原則」に関する立法老によって設定 された 目的といった,法 解
(5)
釈学の基準は放棄されなけれぽならない。
ここでは,解 釈者は,「正規の簿記の諸原則」の獲得に際 しての次のような制約に配慮 し なけ
れぽならない。それは 「商法上の正規の簿記の諸原則 の体 系」(handelsrechtichesGoB-System)
を獲得 しなければならないとい う法的な必要性(商 法典第243条第1項 参照)か ら生 じて くるもので
(6)
ある。
(イ)商 法上の 「正規の簿記の諸原則」は法律の文言または語意 と矛盾 してはならない。この文
言 と語意は解釈の出発点であ り,「準与件」(quasiDatum)と もい うべきものである。 ただし,
立法上の欠陥(こ れが例外となるのであるが)が 明白な場合または立法時点か らの時間的隔 りが
著 しい場合には,経 済実践の新たな発展に際 して,法 律の文言か ら離れる必要が生じる。
(ロ)「正規の簿記の諸原則」は会計がその目的に応えることを保証すべきものであるので,「正
規 の簿記の諸原則」それ 自体は立法者の意図する 「正規の簿記の諸原則」および年度決算書
の 目的に違反 してはならない。
⑭ 「正規の簿記の諸原則」の 「体系」(System)と い うものが作 り上げられなければならない
ので,個 別の 「正規の簿記の諸原則」が 「正規の簿記の諸原則」トの全体系にも,ま たその他
の法典化された規定の体系にも組入れられなけれぽならない。そ してこの体系は少数の統一
' 的なそ して主要な基礎原理を基礎 としているのであるが,こ の場合にのみ,こ の 「正規の簿
記の諸原則」体系を用いることにより,'立法者の目指す利害調整 という意味での適切な貸借
対照表作成問題の解決が可能 となるのである。
こうした解釈基準が法解釈学的方法の枠内において重要な役割を演 じているのである。 しか し
その際には 「規律を守 りかつ尊敬に値する」商人の見解およびその他の年度決算書の受手の見解





こ とにな る。 と りわけ,帰 納 法は,コ ン ピュータによるデ ータ処理技 術の発達,新 しい契約形態
や革新 的な金融商品 の登場 とい った状況にお いては,重 要 な意義 を有 する。 「正規 の簿記 の 諸 原
則 」 の体 系は,た しかに,内 容的 には,自 己完結 的であ るべ きであるが,し か し,同 時に,経 済
や技 術 の発 展の結果 として生 じる修正 にたい して も開か れた もので なければ な らない。 さ らに,
ベ トゲは,裁 判所,こ こでは と くに,連 邦 通常裁判所(BGH)お よび連 邦財政裁 判所(BFH)の 判
(7)決
で,商 法 に関連す るもの も,「正規 の簿記 の諸原則 」の具体化 に 貢 献 し うるとして いるので ある。
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法解釈学的方法 では,第1図 に掲げ られ ている決定要 因のすべてが 「包括的 に」(summarisch)
す なわ ち 「共同的に」(gemeinsam)援 用 され るのであ る。そ うす ることによ り,法 律規 定の理解




的に正確な手段 としては考えていなかった。む しろ,立 法者は,す でにみた ごとく,暗 示的に,
年度決算書に複数の貸借対照表論の内容を結びつけ,そ してそのことを通 じて年度決算書の受手
の利害を調整 しようとしたのである。ベ トゲは立法者のこうした取 組 み 方 を 「利害調整原則」
⑩
(Interessenregelung)と 呼んでいるのである。
すでにみたごとく,帰 納的方法をもってしては,こ う した 「法制度」(Rechtsinstitut)と して
存在する年度決算書を利害調整手段として解釈することはできない。 とい うのは,そ こには,特
定の利害が一面的に考慮 され る危険が内在 しているか らである。 また,演 繹的方法によっても,
年度決算書を利害調整手段 として適切に解釈することはできない。 とい うのは,こ こでは,矛 盾
のない目的体系 という現実には存在 しない体系が前提 とされているか らである。そこで,ベ トゲ
は,商 法上の年度決算書に関 しては,法 解釈学的方法だけが,異 なる利害の調整に応えなければ
ならない,商 法上の 「正規の簿記の諸原則」の体系の獲得と全体的かつ均衡のとれたそして主体
ゆ
相互間に よる証 明が 可能 な解釈 のための前提 となる と主張 す るのであ る。
こ うした要求 に応 える 「正規 の簿記 の諸原則 」の体系 は,一 方 において,そ こに含 まれ る 「正
規 の簿記の諸原則」が相 互に関連 性を有 してお り,そ れ ゆえ,そ れ らを他か ら分離 して考察 する
ことを許 さない とい うこ とに よって,特 徴づけ られ る。 また他方 にお いて,「 正規 の簿記 の 諸 原
則」 はいか なるもの も,こ れ を他 の 「正規 の簿記の諸原則」 の上位 に位置 づけた りまたは下位に
位置 づけた りは しない とい うことに よって特徴づけ られ る。 した がって,こ こでは,階 層的 な上
下関 係 とい うものは存在 しないの である。 この よ うに 「正規の簿記 の諸原則」 が内容的に相 互に
関連 しあ ってい ると同時 にあ る原則 が他 の原則 を支配す ることが ない とい うことに,ベ ト ゲ は
「エ ッフェル塔原理」(Eiffelturm-Prinzip)と い う表 現を与えてい る。 これ に よって,ベ トゲは,
「正規 の簿記の諸原則 」が塔を支 える柱 の よ うに年度決算書 とい う構造物 を担 い,そ して 「正規
の簿記 の諸原則 」の体 系(エ ッフェル塔)の 完結 性 と負担能 力は一個 の原則 が他 の(す べての)原 則
を支 え ることがで き,し か も,重 要 な"柱"が いか なるものも放棄 され ない場 合にのみ保証 され
る とい うことを明 らかに しょ うと してい るのであ る。そ こでは,「 正 規の簿記 の諸原則」 に は 一
般 的な階層的上下関係は何 ら存在 していない ことが 明 らか に され てい るのであ る。 とい うのは,
"エ
ッフェル塔"の 柱め どれ もが体系 の安定性に とって よ り重要 であ るとか よ り重要 では ないと








則 」の体系を構成する個々の原則が,あ たか もエ ッフェル塔を構成する支柱のように,体 系の安
定性にと り不可欠のものとしてとらえられているのである。ベ トゲ 「正規の簿記の諸原則」論の
特徴を,こ こに,み ることができる。
ω
ベ トゲ に よ れ ぽ,「 正 規 の 簿 記 の 諸 原 則 」 の 全 体 系 は 次 の よ う な 原 則 群 か ら 構 成 さ れ て い る 。
1.文 書 記 録 原 則(Dokumentati・nsgrundsatze)
2.枠 原 則(Rahmen9「unds註tze)
3.体 系 原 則(Systemgrundsatze)
4.年 度 成 果 に 関 す る 確 定 原 則(DefinitionsgrundsatzefurderJahreserfol9)
5.貸 借 対 照 表 に 関 す る 計 上 原 則(AnsatzgrundsatzefurdieBilanz)
6.資 本 維 持…原 則(KaPitalerhaltungs9「undsatze)
以 下,「 正 規 の 簿 記 の 諸 原 則 」の 体 系 を 構 成 す る 原 則 の 内 容 を 考 察 す る こ と に す る。
V帳 簿記帳の基準となる文書記録原則
文書 記録原則 は,帳 簿記帳 が年 度決算書の基礎 と しての役割 を果 たす ことがで きるよ うに発展
して きた もので あ り,同 時 にまた,商 法典の なかに法典化 された ものである。 これに よ り,会 計
責 任報 告 と資本維持 とい う年度 決算書の 目的が達 成 され うるよ うな形 で,取 引の集計 がお こなわ
れ るのであ る。 このため には,商 法典 第238条 第1項 〔すべての商人は,正 規 の簿記 の諸 原則 に
従 って,帳 簿を記帳 し,か つ,そ の帳 簿上に,自 己の商取引お よび財産状態 を明瞭 に記載 す る義
務を負 う。 帳簿 の記帳は,そ の記 帳が専門的資格を有す る第三者 にた い して,相 当な る期 間 内に,
取 引 と企 業状態 に関す る要 覧を伝達 しうるよ うな性質の もので なけれ ばな らない。取 引はそ の発
生 お よび終 了 まで追跡 しうる ものでなければ ならない。〕 において法典化 されて いる 「一般規範」
(Generaln・rm)が 具体化 され,さ らに,財 産対象物 の保全がはか られ,か つ,不 誠実な行状が 阻
(2)
止 され なけれ ぽな らない。
ベ トゲは,商 法典 第238条 第1項 〔前 出〕お よび第2項 〔商人は,発 送 した る商業文書の,原
本 と一 致す る写 し(コ ピー,複 写,転 写または文字媒体,画 像媒体,そ の他のデータ媒体上のオ リジナル
の写 し)を 保存す る義務 を負 う〕 な らび に商法典第239条 の規定 〔(1)商 業帳簿 の記帳 お よびその
他 に必 要 な記録 に際 して,商 人は,現 用 の言語を用 いなければ な らない。略 語,数 字,ア ル フ ァ
ベ ッ トない しは 図形記号 が用 い られ るな らば,そ れぞれの場合 に,そ の意味 が明確に確定 してい
なけれ ば ならない。(2)諸 帳 簿への記帳お よびその他に必要 な記録は,完 全 に,正 確 に,適 正 な
時期 に,か つ整 然と,お こなわれなけれぽ な らな い。(3)記 帳 または記録 は,も との内容が もは




るのか,あ るいは後になってはじめておこなわれたものであるのか どうかにつき,そ の状態が不
明確であるような変更もまた,お こなわれてはならない。(4)商 業帳簿およびその他に必要な記
録は,証 拠書類の整然としたファイルとい う形をとることもでき,あ るいはデータ媒体の上でお
こなうこともできる。ただ し,そ れは,こ の帳簿記帳の形式が,そ の際に適用された手続を含め
て,正 規の簿記の諸原則に合致 している場合に限 る。商業帳簿およびその他に必要な記録をデー
タ媒体の上でおこな う場合には,そ のデータが保存期間中は利用可能であること,し かも相当な
る期間内であれぽいつでも見読可能であることが,と くに保証されていなければならない。第1
③
項 ない し第3項 が同様yam..用 され る。〕か ら,文 書 記録に関す る次 のよ うな諸原則 を明示 して いる。
(イ)「帳簿記帳の体系的構成 の原則」(GrundsatzdessystematischenAufbausderBuchfUhrung):
帳簿記帳 は,コ ンテ ンラーメ ン(Kontenrahmen)か ら導 き出 され る体系的 な勘定枠 に従 って
作成 され なけれぽ ならない。'
(ロ)「勘定の完全性の確保 の原則」(GrundsatzderSicheru㎎derVollstandigkeitderKonten):
勘定 は操 作 と紛 失か ら保護 され なけれ ぽな らない。 この保護の種類 と方 法は処理技術す なわ
ち帳簿記帳 が手作業に よってお こなわれ るのか または コンピュータに よるデ ータ処 理(EDV)
によって支援 され た形 でお こなわれ るか に依 存 してい る。
の 「完全 かつ理解可能 な記録 の原則 」(GrundsatzdervollstandigenandverstandlichenAuf-
zeichnun9):す べ ての取 引は年代順に記帳 され なけれぽな らない(商 法典第239条 第2項)。 記
録は,商 法典第239条 第1項 第1文 に従 って,現 用の言語 でお こなわれなければ な らない。
なお,年 度決算書 につ いては,商 法典第244条 に よ り,ド イツ語 が,ま た評価単位 と しては
ドイ ツ ・マル クが規定 され ている。記録 は見読可能 なものでなけれ ばな らない。 変更 と修正
がお こなおれた ときは,そ の内容 が認識 可能 とな らなけれぽ な らない(商 法典第239条 第3項 お
よび第4項)。
(_)「 証愚書類原則 」(Beleggrundsatz):す べて の記帳 にはその基 礎 となる証愚書類 が存在 して
いなけれ ばな らず,か つ,す べ ての証愚 書類 にはそれ に対応 す る記帳が存在 していなければ
な らない。 こ うした関 係が検証可能 なものとなるた めには,証 愚書類か ら記帳へ,ま た記帳
か ら証愚書類 への適切 な参 照 技 術(た とえば,証 愚書類にあらか じめ番号を付 しておくことなど)
が必要 となる。 また,財 産 対象物お よび負債 の個別評価 を要 求 して いる商法典第252条 第1
項第3号 〔財産対 象物 お よび負債は,決 算 日に,個 別 に評価 されなけれぽ な らない〕 との意
味関連か ら,こ の証愚 書類原則 には 「個別記録 の原則 」(GrundsatzderEinzelerfassung)も
含 まれ ることが推論 され る。 この個別記録は,商 法典第238条 第1項 第3文 に従 って,取 引
がそ の発生か ら終了 まで追跡 し うるもの とな るために も,ま た 商 法典 第204条(財 産目録の作
成に関する規定)に 従 って,貸 借 対照 表対 象物 すべ ての一覧表 としての 「財産 目録」(Inventar)
が作成 され るために も,必 要 となる。
(3>Ebd.,S・50-51・
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㈹ 「保存期 間および作成 期間厳 守 の原則 」(GrundsatzderEinhaltungderAufbewahrungs-und
Aufstllungsfristen):商 法典 第243条 第3項 〔年 度決算書は正規 の会計処理 に合致す る 期間 内
に作 成 され なければ な らない。〕,商 法典第257条 第4項 お よび第5項 〔(4)第1項 第1号 に
掲 げ る証拠 書類 は10年 間,第1項 に掲 げるその他 の証拠 書類は6年 間,保 存 しなけれ ばな ら
ない。(5)保 存期 間は,帳 簿 に最近 の記 入がお こなわれた暦年,財 産 目録 が作成 された暦年,
開業貸借対 照表 または年 度決算書 が確 定 された暦年,コ ンツェル ン決算書 が作成 された暦 年,
商 業文書 が受領 され,ま たは発送 され た暦年,ま たは記 帳証愚書類が作成 された暦年 の,終
了を もって開始 され る〕お よび商法典 第264条 第1項 〔資本会社の法定代表 者は,附 属説 明
書 を追加す ることに よ り年度決算書(第242条)を 拡張 し,か つ,状 況報告書 を作成 しなけれ
ぽ な らない。 この附 属説 明書は貸借対照表お よび損益 計算書 と一体を成す。前営 業年 度に関
す る年度決 算書 および状 況報告書は,当 営業年度 の最初 の3ヵ 月以 内に法定代表 者に よって
作 成 され なけれ ぽな らない。 小資本会社(第267条 第1項)に おいて正規 の会計処理 に合致す る
ときは,こ れ以後 に も年 度決算書お よび状況報 告書 を作成 す ることがで きる。た だ し,当 該
証 拠書類 は当営業年 度の最:初の6ヵ 月以内に これを作成 しなければ な らない〕 の規 定に従 っ
て,保 存な らびに作成 の期 間が守 られなけれ ばな らない。
⑭ 「企 業の種類お よび規模 に よ り適 当な内部監 視 シス テムによる会 計の 信頼性 と 正規性 の確
保 の原則 」(GrundsatzderSicherungderZuverlassigkeitundOrdnungsmaBigkeitdesRech・
nungswesensdurcheinderArtundGr6島edesUnternehmensangemessenesInternesUber-
wachungssystem):こ こで い う内部 監視 システム とは,企 業財産 の保全 をはか り,会 計 の 正
確性 と信頼性を保証す る方 法お よび処 理方法の全体 とい う意味 で用 い られてい る。
(ト)「 内部 監視 シス テムの文書記録 お よび保 証 の 原 則 」(GrundsatzderDokαment我tionund
SicherungdesIUD):内 部監視 シス テムの構成 とフローチ ャー トが 文書 に よって 明示 されて
いる場 合に,帳 簿記帳は,企 業 の業務執行者な らびに企業 内部 また は企 業外部の監査人に よ
って,信 頼 しうる もの と判断 され る。
VI枠 原 則
帳簿記 帳では,取 引は勘定 において記録 され,年 度決算書にお いて集計 され る。 この年度決算
書を構成 す る貸借対照表 には,財 産 対象物,負 債,自 己資本,期 間区分項 目お よび,場 合 に よっ
て は,貸 借対照 表副 次項 目が記載 され,ま た,損 益計算書 には期 間帰属 させ られた営業収入 お よ
び営 業支 出が記載 され る。帳 簿記帳 と年度決 算書は,「 経 済 現 象」(WirtschaftlichesGeschehen)
の 「模 写 モデル」(Abbildungsmodell)と して特徴づ け ることがで きる。経済 現象の模 写は,そ れ
が言 明能力 ある ものとなるためには,す べて の情報伝達の基礎 的要 求を満た さなけれぽ な らない。
この よ うな要求 を確定す る ものが,枠 原則で ある。それは,部 分的 には,商 法典第239条 第2項
(帳簿記帳の完全性),商 法典第243条 第2項(名 称,項 目分類および表示の明瞭性),商 法典246条(完 全
性,相 殺禁止)お よび商法典 第252条 第1項(一 般的評価原則)に おいて法典 化 されてい る。 ベ トゲ
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は帳簿記帳お よび年度 決算書の 「正確性」(Richt五gkeit)へ の要求が最 も重要 な枠 原則 であ るとし
(1)
て いる。
ベ トゲは,こ こでの正 確性は 「絶対的正確性」(absoluteRichtigkeit)ま たをよ 「真実性」(Wahr・
heit)と 同一視 され るべ きではな く,む しろ,経 済現象の模 写のため の原則 は 「客観 的」(・bjektiv)
す なわ ち 「主体相互 間に よる検証が可能 であ る」(intersubjektivnachPrOfbar)と い うように理解
され るべ きであ ると している。 また,た とえば,貸 借対照表 への計上 価額が,未 来 に 関 連 す る
不 確実 な事象を基礎 とす るた めに,貸 借対照表作成者 の主観的 見積 りに依存 して いる よ う な 場
合(例:減 価償却費の測定や引当金の評価)に は,客 観性の原則は 「無 恣意 性 原 則 」(Grundsatzder
WillkUrfreiheit)に よって補完 され なけれぽな らな いと して いる。 この無 恣意性は,貸 借対照表作
成 者 自身が 「適 当 とみなす仮定」(vonihmfurzutreffendgehalteneAnnahmen)を基礎 とす るこ
(2)
とを意味 しているの であ る。
さらにも う一 つの枠原則 と して,ベ トゲ は 「比較 可能 性」(Vergleichbarkeit)の 原則を あげて
い る。 これ には,「 形 式的継続性」(formelleStetigkeit)と 「実 質的継続性」(materieIleStetigkeit)
が含 まれ る。前 者は商法典第252条 第1項 第1号 〔営業年度 の開始貸借 対照表におけ る計上価額
は,前 営業年度 の期 末貸借対照表のそれ と一致 しなけれ ぽな らない。〕 において 要求 され ている
「貸借 対照表同一性 」(Bilanzidentitat)と 商法典 第243条 第2項 〔年 度決算書は 明瞭 で,か つ 要
覧 し うるもので なけれ ばな らない。〕 において要 求 されてい る名称,項 目分類 お よび表示の 継 続
性 を内容 とす るものであ り,ま た後者は商法典第252条 第1項 第6号 〔前期の年度決算書 におい
て適 用 された評価方 法は,維 持 され るもの とす る〕にお いて法典化 され てい る評価 の継続性 を内
(3)容
とす る ものであ る。
ベ トゲは,年 度決算書 を客観的な もの とし,そ して成果算定 を期 間的に適正 なものとす るため
には,こ の継続 性の原則 が大 きな意義を もつ としてい る。 しか しなが ら,商 法典 においては,根
拠 のあ る例外事:例においては,評 価の継続性を破 ることが許 され てい るので あ る(商 法典第252条
第2項 〔根拠のある例外事例においてのみ,第1項 の諸原則か ら乖離することが認め られる。〕)。 しか しそ
の場合,資 本会社に おいては,商 法典第265条 第1項 お よび第2項 〔(1)連 続す る貸借対照表お
よび損 益計算書 の表示形式,と くに項 目分類は,特 別 の事情 に よる例 外事例にお いて乖離す るこ
とが必 要 とな る場合 を除 き,こ れ を維 持 しなけれぽ な らない。 この乖離 は,こ れを附属説 明書に
記載 し,か つ,理 由づけ なけれぽな らない。(2)貸 借対照表 お よび損益計算書 にお いては,各 項
目につ きそれに対応 する前 営業年度の金額を記載 しなけれ ぽな らない。 その金額が比較不 可能 な
場 合には,そ の 旨を附属説 明書に記載 し,か つ,説 明しなけれ ぽな らない。前年度金額を適合修
正 す るときは,そ の旨を も附属説明書に記載 し,か つ,説 明 しなけれぽ ならない。〕 な らび に 商





か つ,理 由づ けなけれ ばな らな い。ただ し,財 産状態,財 務状態 お よび収益状態に及 ぼす影響は,
これ を区別 して記述 しなければ な らない〕 に従 って,そ の よ うな非継続 性は,こ れを説明 し,か
つ,理 由づけ なければ ならないことになっているのである。 それゆえ,比 較可能性は 「非継続性
につ いての説 明」(ErlauterungvonUnstetigkeiten)を補足的 に要 求す ることに なる。 た だ し,
(4)
この種 の説 明義務 は非資本会社 には存在 しない。
商法典 第243条 第2項 〔年度決算書 は明瞭 で,か つ要覧 し うるもので なければ な らない〕 に含
まれ てい る,「 明瞭性 」(Klarheit)の 原則 は,帳 簿記帳お よび年度 決算書におけ る個kの 項 目(取
引,貸 借対照表対象物および成果構成要素)が それぞれ 種類別に明確 な名称 を付け られ,帳 簿お よび
決算書が理解 しうるものとな り,か つ,要 覧 しうる もの とな るよ うに配列 され なけれ ばな らない
　
とい うこ とを意味 してい る。
今 回の ドイツ商 法典 の改正 との 関連 で注 目すべ き ものに,「 完全性」(Vonstandigkeit)の 原 則
があ る。 この原則 は,帳 簿記帳 に関 しては商法典第239条 第2項 〔前出〕 にお いて,ま た年度 決
算書 に関 しては商 法典 第246条 第1項 第1文 〔年度決算書は,法 律上別段 の定 めがない場 合に限
り,す べ ての財産対象物,負 債,計 算区分項 目,費 用お よび収益 を計上 しなけれぽ なら な い 。〕
にお いて法典化 されている ものであ る。 この原則は,記 帳義務 のある事 象はすべて これを帳簿 に
お いて記帳す る こと,そ してすべての財産対 象物,負 債,計 算区分項 目は これを貸借対照表 にお
いて記 録 し,費 用 および収 益は これを損益計算書にお いて記録す る ことを要求 して いる。 ここで・
重要 な ことは,「 銀行貸借対照表指令 法」(Bankbilanzrichtlinie-Gesetz)(1990年11月30日 付)に よっ
て,商 法典第246条 第1項 に第2文 〔財産対 象物で,所 有権留保 の もとで取 得 された もの,ま た
は 自己債務 もし くは他 主債 務のために第三 者に質入れ された もの,ま たは これ とは異 なる方法 で
担 保 と して譲 渡 された ものは,担 保提供者 の貸借対照表 に収容 されなければ な らない。ただ し,
現金に よる預 入れがお こなわれた ときに限 り,そ れ は担保受 領者の貸 借対照表 に収容 され なけれ
ぽな らない。〕 が追加 され,さ らに,商 法典 第340b条 「ペ ンジオ ン取 引」が新 たに創設 され た第
4章 「信 用機関 に関す る補完規定」 に組 入れ られた ことであ る。 これ らの規定 に よ りい わ ゆ る
「法的所 有権」(juristischesEigentum)と 「経 済的所 有権 」(wirtschaftlichesEigentum)と が分離
す る取 引の貸借対照表へ の計上 が,商 法典において規定 され ることとなった のであ る。 これは,
(6)ま さ
に,画 期的 な改正 といわ なけれぽ な らない。
商 法典第252条 第1項 第3号 お よび第4号 〔3.財 産 対象物お よび 負債 は,決 算 日に,個 別に
評価 され なけれ ばな らない。4.評 価は,慎 重にお こなわれ なけれぽ な らない。 す なわ ち,決 算
日に至 るまでに発生 した,予 見す るこ とので きる リスクお よび損失 は,た とえ,そ れ らの リス ク
お よび損失 が決算 日と年 度決算書 の作成 日との間に は じめて知 り得た として も,す べ て考慮 され
なけれぽ な らな い。利 益は,そ れ が決 算 日において実現 した もの とな って いる場合 にのみ,考 慮
(4)Ebd.,S.53.
(5)Ebd.,S.53.
(6)Ebd・,S・144・ なお,こ の点については,拙 稿 「ドイツ商法典第340b条 の会計的意義」,『産業経理』
第52巻 第4号(1993年1月)を 参照されたい。
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れ なけれぽ な らない。〕 に従 った 「決算 日原則 」(Stichtagsprinzip)は,完 全性 の原則を補完す る
ものであ る。 これは,貸 借対照 表 日似 後 の情報は,そ れ が前営業年度 の事 象に関係す るものであ
る場 合に限 り,考 慮 され るとい うことを意味 してい る。 ただ し,新 営 業年 度におけ る 「と くに重
要 な事象」(Vorgangevonbes・nderBedeutung)は,商法典 第289条 第2項 第1号 〔状況報告書は,1
営業年度 の終 了後 に生 じたと くに重要 な事象を記 載す るもの とす る。〕 によ り,状 況報 告 書 にお
いて記載 され なけれぽ な らない。 さらに,商 法典第252条 第1項 第5号 〔営業年度 の費 用 と収益
は,そ れ に対 応す る収入支 出の時点 とはかかわ りな く,年 度決算 書において考慮 され なけれぽな
(7)らな
い。〕の 「期間帰属原則」(Periodisierungsprinzip)に よって,完 全性原則は補完 される。
さて,ベ トゲは,明 示的には法典化されてい な い が,「経済性の原則」(GrundsatzderWirts-
chaftlichkeit)も 枠原則 としてとらえている。商法典のいくつかの場所において,経 済性 へ の配
慮がなされているとしているのである。すなわち,商 法典第240条 第3項 および第4項 〔(3)有
形固定資産である財産対象物ならびに原材料,補 助材料および工場消耗品は,そ れらが規則的に
補充 され,か つその総額が企業にとっては低位の重要性 しか持たない場合には,固 定の数量およ
び固定の価値で評価することができる。ただし,そ れらの在高の数量,価 値および構成に ごく僅
少な変動 しか存在 しない場合に限る。上記にかかわらず,通 常は,3年 ごとに実地棚卸がお こな
われなければならない。(4)棚 卸資産のうち同種の財産対象物,な らびにその他の同種もしくは
ほぼ同価値の動産財産対象物は,そ のつ ど一つのグループに統合 して,こ れを加重平均値でもっ
て評価す ることができる。〕ならびに商法典第256条 〔正規の簿記の諸原則に合致している限 り,
棚卸資産の同種財産対象物の評価については,最 初に,ま たは最後に,取 得または製造された財
産対象物が,最 初に,ま たは他の一定の順序で,費 消または販売 されたと仮定することができる。1
第240条 第3項 および第4項 は,年 度決算書にも適用することができる。〕は,貸 借対照表作成者
に,一 定の前提の下で,棚 卸ならびに棚卸資産の評価に際 しての簡便措置を認めているのである。
さらに,商 法典第243条 第3項 〔年度決算:書は正規の会計処理に合致する期間内に作成 され なけ
ればならない。〕は,年 度決算書が正規の会計処理の期間内に作成されることを要求してい る の
である。 とい うのは,こ のようにして作成 された年度決算書だけがその受手にとって有用な情報
を提供できるからである。ベ トゲはこうした経済性への配慮は,年 度決算書の外部の受手にたい




ベ トゲは,法 典化 されている 「正規の簿記の諸原則」 とまだ法典化 されていない 「正規の簿記
の諸原則」とは,そ の適用によって会計責任報告と資本維持 とい う目的がともにできるだけよく,}






ベ トゲによれば,こ うした 目的の達成に関 しては,こ れ まで文献では,法 律 となっていない,
したがって学説 として主張されているにすぎずまだ法典化されていない,「正規の簿記の諸原則」
を年度決算書の目的か ら演繹するとい う方法が採られてきた。 しかし,年 度決算書 目的が一般的
に表明されるのはごく稀れであるので,こ うした演繹に基づいた 「正規の簿記の諸原則」の具体
化は きわめて困難となる。 しか し,ベ トゲは,法 典化された 「正規の簿記の諸原則」が何も存在
していない場合,あ るいはまた多少とも互換性のある目的体系を基礎 とすることができる場合に
限 り,そ うした方法を採ることはまった く正当化されるし,ま たそ うすることが必要でもあると
しているのである。 しか しながら,「正規の簿記の諸原則」をそのように目的か ら演繹する場 合
には,「 正規の簿記の諸原則」を構成する個別の原則に関して,i著 しい見解の相違が生 じ る とい
②
う問題が残る。
ベ トゲは,新 商法典においては,多 くの正規の簿記の諸原則がすでに法典化 され,か つ,具 体
化 されているので,い ま重要なことは,そ うした法典化されている 「正規の簿記の諸原則」のな
かに普遍妥当性を有する基礎的原則が存在 しているかどうかを吟味することであると主張 してい
る。つま り,か れは,法 解釈学に従って,「正規の簿記の諸原則」の具体化のための法的根 拠 と
して役立 ちうる一般原則が存在 しているかどうかを検討することが,い まや,重 要であると考え
(3)
ているのである。
そ こで,ベ トゲは,「正規の簿記の諸原則」のその ような具体化に関 しては,法 典化され て い
る一般的に適用される 「正規の簿記の諸原則」と今後開発されるべきまたは具体化 され るべ き
「正規の簿記の諸原則」との間の意味関連を考慮して,従 来用いられていた演繹法に代えて,法
解釈学的方法が適用されなけれぽならないと主張す るのである。 このようなベ トゲの取組み方は,
「正規の簿記の諸原則」を構成する個別の原則に関する見解の相違を減少させ,か つ,「正 規 の
簿記の諸原則の統一性と均衡のとれた目的適合性」(EinheitlichkeituhdausgewogeneZweckge一
(4)
rechtigkeitderGoB)を 促進 させ ることにつ ながる としているのであ る。
この よ うに,ベ トゲにあ っては,「 正規の簿記の諸原則」が,こ れ まで支配 的見解 とされ て い
(5)
た演繹法 に代 えて,よ り包括的 な法解釈 学の方法に従 って検討 され ているのであ る。 ここに,商
法 改正以後 に展開 され た新 しい 「正規 の簿記の諸原則 」論の特徴 をみ る ことがで きる。
さて,商 法 典において法典化 され ている 「正規の簿記 の諸原則」の うち,一 般 的基 礎 となる原
則 を,ベ トゲは と くに 「体 系原則」 と呼 んでい る。 これ を基礎 とす ることに よ り,「 正規 の 簿 記
の諸 原則」 の体 系が展 開 され るか らである。 これ までみ て きた,枠 原則,年 度成果 に関 す る確定







とい うのは,こ れ らの原則は他 の原則 にたいす る一般原則 とはな らない しまた な りえないか らで
あ る。 一方におけ る年度決 算書 目的 と他方におけ る枠 原則,年 度成 果確定原則,貸 借対照 表計上
原則 お よび資本維持原則 との間のかすが いの役割 を果 たす ことがで きるのが,商 法典第252条 第1
項 〔年度決算書 において表 示 され る財産対 象物 お よび 負債の評価 に際 しては,と くに,次 の こ とを
適用す る。1.営 業年度 の開始貸借対照表 におけ る計上価額は,前 営業年度 の期 末貸借対 照表の
それ と一致 しなけれぽな らない。2.評 価に際 しては,企 業活動の継続性 を前提 としなければな
らない。 ただ し,実 質上の与件 または法 律上 の与件が これ に反 しない場 合に限 る。3.財 産対象
物お よび負債 は,決 算 日に,個 別 に評価 されなければ な らない。4.評 価は,慎 重にお こなおれ な
けれ ぽな らない。す なわ ち,決 算 日に至 るまでに発生 した,予 見す ることの できる リス クお よび損
失 は,た とえ,そ れ らの リス クお よび損失が決算 日と年度 決算書の作成 日との間には じめて知 り
得た と して も,す べて考慮 され なければ な らない。利 益は,そ れが決算 日にお いて実 現 した もの
とな っている場 合にのみ,考 慮 され なけれぽ な らない。5.営 業年度の費 用と収益 とは,そ れに
対応す る収入支出の時点 とはかかわ りな く,年 度決算:書にお いて考慮 され なければな らない。6.
前期 の年度決算書 において適用 された評価方法は,維 持 され る もの とす る。〕 にお いて法典 化 さ
れ た原則,す なわ ち,「企 業活動 の継続性 の原則」(GrundsatzderFQrtfUhrungderUnternehmens・
tatigkeit),「 収支原則」(GrundsatzderPagatQrik)お よび 「個別評 価 の 原 則 」(Grundsatzder
Einzelbewertung)な のであ る。 ベ トゲは,こ れ らの原則 は他 の原則 にた い して 「一般原則」(ge・
nerelleRegeln)と い う性格 を もち,か つ,「 正規の 簿記 の諸 原則 」体 系の 「統 一性 」(Einheitlichkeit),1
「首尾一貫性」(Folgerichtigkeit)お よび 「統 一的 な関連基礎」(einheitlicheBezugsbasis)を 保証
(6)
す る原則,つ ま り,体 系 原則 であ ると しているのであ る。
この よ うに,「 企業活動の継続性」 いわゆ る ゴーイ ング ・コγサ ーンの原則 または基礎的 前 提
が商法典 第252条 第1項 第2号 において法典化 され ているのであ る。 この原則 に よ り,評 価 は,
一般 に,企 業活 動の継続性を前提 と しなければ な らない ことにな る。ベ トゲは,1985年 商 法典の
なか に こ うした継続性原則が法典化 された ことは,立 法者が ライヒ上級商事裁 判所(ROHG)の 支
持 した 「破産静態論」(Zerschlagungsstatik)を 否定 して ジモ ン(Simon)の 主張 した 「継続 性 静
一 ⑦態 論」(FortfUhrungsstatik)を 支持 している ことを意味 している とみてい る。
さらに,ベ トゲは,商 法典 第252条 第1項 第5号 に規定 され ている,収 支 原則 は シュマ ー レソ
バ ッハ(SchmaIenbach)の 動態論の基本理念 と結 び付 くと して いるの である。そ して,「 年度決算
(P)書
に お い て 考 慮 さ れ う る の は,収 支 だ け で あ る」(imJahresabschluBlediglichZahlungenberUck・
sichtigt)と 主 張 し て い る の で あ る。 し た が っ て,ベ トゲPに あ っ て は,ジ モ ン お よ び シ ュ ミ ッ ト
(Schmidt)に よ っ て 提 案 され た 「売 却 価 値 」(Verausserungswerte)や「再 調 達 価 値 」(Wieder・





ことは許されないことになる。というのは,こ れらの価値には 「客観化 された収支」(objektivierte
Zahlungen)と い う基礎が欠けているからである。ベ トゲは,「終了した 取引を年度決算書におい
(9)
て模写するための唯一の客観的尺度は,収 入と支出がおこなわれたということである」ことを強
調 しているのである。 ここから,ベ トゲ 「正規の簿記の諸原則」論が 「企業活動の継続性」を基
礎的前提とし,「収支原則」に基づく測定および評価論を中核 とする 体系をもつことが 明らかに
なる。 しか も,そ れが,法 解釈学の方法を用いた商法規定の解釈を通 じて,合 法的なもの,制 度
的なものとして主張されているところに,ベ トゲ 「正規の簿記の諸原則」論の特徴をみることが
できるのである。
さて,す でにみたごとく,「個別評価の原則」が商法典第252条 第1項 第3号 において規定され
ている。 これは,一 般的に,年 度決算書におけるすべての財産対象物および負債は,個 別に,す
なわち,他 の財産対象物および負債 との相殺計算をおこな うことなく,評 価されなければならな
い,と い うことを意味 している。さらに追加 して,商 法典第240条 第1項 〔すべての商人は,自
己の営業の開始にあたって,自 己の不動産,自 己の債権および負債,自 己の現金の額ならびに自
己のその他の財産対象物 につ き,正 確に 目録を作成 しなけれぽならず,か つその際,個 別の財産
対象物 および負債の価値を記載 しなけれぽならない〕に従 って,財 産 目録作成のために,す べて
の財産対象物および負債の把握が要求されている。さらにその際,商 法典第240条 第3項 および
第4項 による経済性の原則に基づいて,そ こに掲げ られている前提の下で,固 定評価または集団
Pd.
評価が認められてお り,ま た商法典第256条 により評価の簡便法が認められている。
なお,個 別評価の原則は,取 得原価または製造原価の算出とその後の評価(こ れには,商 法典
第253条 第2項 および第3項 の最低価値規定 と商法典第252条 第1項 第4号 および 商法典第249
条第1項 第1文 に具体化されている,慎 重原則および不均等原則による評価が含まれる)と いう




ベ トゲにあっては,年 度成果に関する確定原則は,年 度決算書は期間的に適正 な成果計算をお
こなうとい う任務を担っているとす る,シ ュマーレンバ ッハの思考を基礎としていると理解 され
ている。 この確定原則は,収 入および支 出が,い つ成果作用的に損益計算書において記録される
のか,ま た,い つ成果中立的に貸借対照表において記録されるのかを確定するものである。商法
典は第252第1項 第4号 後段 〔利益は,そ れが決算 日において実現 したものとなっている場合に
のみ,考 慮されなければならない。〕において,「実現原則」(Realisationsprinzip)を 規定 して い





価値飛躍 」(WertsprungzumAbsatzmarkt)すなわ ち販売 価格 での 価値実現を 経験 す るまでは,
そ の取 得原価 または製造原価 で年度決算書 に計上 しておか なけれぽ な らない,と い うことを意味
している。 ところで,こ うした価値飛躍 がお こなわれ る時点,す なわち,実 現時点 と して は,(1)
売 買契約 が締結 された とき,(2)お こなわれ なけれぽな らない引渡 しまたは給 付がな された とき,
(3)物 財 お よび用役が引渡企業 または給付企業 の処 分領域を離れた とき,そ して(4)決 済能 力が
与え られ た ときとい う4つ の時点が考え られ るが,ベ トゲは支払 いがお こなわれ た時点では な く,
引渡 しまたは給 付がな:された時点を もって 「実 現時点」(ReaHsationszeitpunkt)と す るこ とが,
平 均的 な慎 重性 とい う意味にお いて,コ ンヴェンシ ョン(Konvention)と して 認 め られて いると
している。 とい うのは支払時点を もって実現 時点 とす るこ とは あま りに も慎重 す ぎて,コ ンヴェ
(1)
ンションと しては普及 しなか ったか らで ある。
実現原則 は さらに 「事象に基 づ く区分(ま たは対応)の 原則」(GrundsatzderAbgrenzungder
Sachnach)と 「時間に 基づ く区分(ま たは対応)の 原則」(GrundsatzderAbgrenzungderZeit
nach)と い う二つ の原則 に よって補 完 され る。前者は実現 した収益 とそれに 帰算 され る費 用 とを
対応 させ ることを要求す る原則 であ る。費 用は,こ こでは,収 益 を獲i得す るための手段 と して特
徴 づけ られて いる。 しか し,こ れ に関連 して,商 法典 第255条 第2項 〔製造原価 とは,財 産対象
物 の製 造のため,財 産対象物 の拡張 のた め,あ るいは その原状 を超 え る著 しい改良 のため に,物
財 の費 消お よび用役 の使用 によって生 じる出費で ある。製 造原価 には,材 料費,製 造費お よび製
造 特別費が含 まれ る。』製造 原価 の計 算に当た っては,必 要 な間接 材料費,必 要 な製造 間接 費,お
よび製造に起因す る固定資産 の価値費消,の 適 当な部分 を も算 入す ることが認め られ る。一般管
理費 な らびに経営の社会的 施設 に対 する出費,任 意 の社会 的給 付に対す る出費,お よび経 営内老
齢年 金のための出費は,算 入され る必要 はない。第3文 お よび第4文 にい う出費は,そ の出費 が
製 造期 間に発生す る限 りに おいてのみ,考 慮 す ることが認 め られ る。販 売費 は,製 造原価 に算入
され てはな らない 。〕 は,製 品お よび仕掛品 の 在庫 品で まだ販売 され ていない ものの 積極側計上
され るべ き製造原価の測定 に関 して,「 個別原価」(Einzelkosten)を もって製造原価 と して計上す
る選択権 を認めているので ある。 この選択権 が行使 され る場合 には,積 極側 に計上 された この製
造個別 原価 だけが費 用 とな り,収 益 と対応 させ られた ことになる。 ベ トゲは,こ うした法 律上 の
選択 権は 「二重基準」(doublestandard)と もい うべ きものであ り,そ れ の適 用Y'よ り,利 益は過
小 に表 示 され ることに な り,会 計責任 の報 告は歪 め られ る ことにな るとして批判 して いるのであ
(2)
る。
また後者す なわ ち 「時間 に 基 づ く区分(ま たは対応)の 原則」 は,「;期 間関連的 な」(zeitraum・
bezogene)費 用お よび収益 の 「期間帰属」(Period三sierung)を 規 制す る原則 であ る。 これは,費 用






このように,年 度成果の確定原則を論 じるなかで,ベ トゲは,基 本的には,シ ュマーレソバ ッ
ハの動態論と商法規定を基礎としつつ,製 造原価の算定に関 して認められている,い わゆる直接
原価または限界原価による計上選択権を,会 計責任報告を歪める 「二重基準」であるとして,批
判 しているのである。 ここか ら,ベ トゲ理論が単なる法解釈論に終始するものではないことが明
らかになる。 これは,か れの学説の特徴を明らかにする際に注意すべ き点であろ う。
IX貸 借対照表に関する計上原則
年度成果に関する確定原則によって,収 支のどの部分が損益計算書における収益または費用 と
して計上 され,ま た貸借対照表における積極項目または消極項 目として計上されるかが暗示的に
確定 されるとしても,そ のことによっては,な お,ど のような収支がそもそも貸借対照表計上能
力を有するものであ り,ま た,ど の収支部分が貸借対照表計上義務を有す るものであるかは明ら
かとはならない。ベ トゲは,貸 借対照表に関する計上原則の目的は,収 支のどの部分が積極的に
計上 されなけれぽならないものであるか,ま た,ど の部分が消極側に計上 されなけれぽならない
ものであるかを明示的に確定するところにあるとし,し か も,そ うした原則は,そ の基本的特徴
(1)
とい う点で,ジ モンの貸借対照表論に由来するものであるとしているのである。
こうしたベ トゲの主張にみられるごとく,こ こでは,動 態論の限界と同時に静態論のいわぽ復
権が再確認 されているのである。1985年 ドイツ新商法典は,単 一の理論によって支えられている
ものではな く,動 態論,静 態論,有 機体論,さ らには,現 代の多様な理論の協力関係によって合
理化されているといえるのである。そのことがとくに顕著にみられるのが,貸 借対照表計上に関
する問題においてであるといえるのである。
さて,商 法典第242条 第1項 〔商人は,自 己の営業の開始に当た・って,か つ,す べての営業年
度の終了に際 して,自 己の財産 と自己の負債との関係を記述する決算 書(開 業貸借対照表,貸 借対
照表)を 作成 しなければならない。開業貸借対照表については,年 度決算書にたいして適用され
る諸規定が,貸 借対照表に関連する限 り,準 用されなけれぽならない。〕により,商 人は 貸借対
照表を作成 しなけれぽな らない。また,商 法典第246条 第1項 第1文 により,年 度決算書は,法
律上別段の定めがない限 り,す べての財産対象物,負 債,計 算区分項目,費 用および収益を計上
しなければならない。 さらに,商 法典第247条 第1項 より,貸 借対照表に表示されるべ き項 目と
して,固 定資産,流 動資産,自 己資本,負 債 ならびに計算区分項 目があげ られているのである。
貸借対照表計上原則の重要な役割は,こ うした財産対象物および負債の性質を決定する基準を
確定するところにある。ある 「財」(Gut)は,そ れが一個の 「財産対象物」(Verm6gensgegenstande)
を具現する場合には,法 律上の規定にかかお りな く,原 則上,貸 借対照表の積極側に計上されな




vierungsf註higkeit)と 呼 び,ま た法律規定 に基づ く積極側 計上能 力を 「具体的(法 律的)積 極側計
上能 力」(konkrete(gesetzliche)Aktivierungsfahigkeit)と呼 び,両 者を区別 して い る。 そ して
両 者は必ず しも一致 しない としてい るのであ る。 前者 は,た だ,あ る財 産対象物が存在 している
か ど うか とい う 「理論的 な」(theoretische)問 題 を解 明するだけであ るが,後 者は,「 法律上 の規
定に従 って」(nachdengesetzlichenVorschriften),積極側計上 の可能性 または積 極側計上 の義務
(2)
が存在 してい るか どうか とい う,「 法的な」(rechtliche)問 題 を解明す るもので ある。
この ことは,一 方 にお いて,抽 象的 に積 極側 計上能 力を有す る財産対 象物 が,す べて,法 律上,
貸借対 照表の積極側に計上 され るわけ ではない とい うことを意 味 している。 た とえぽ,商 法典第
248条 第2項 は,有 償取 得ではな い,固 定資産 た る無形 の財産対象物の積極側へ の計上 をi禁 じて
い る。他方,財 産対 象物 とはいえな い,し たがって,抽 象的に も,積 極側計上能 力を持た ないも
のであ っても,法 律規定 の結果 として,そ れを積極側 に計上 す ることがr許 され る」(dUrfen)場
合 もあ る。た とえぽ,派 生的営業権 また は暖 簾i(商 法典第255条 第4項),開 業費 お よび 拡張費(商
法典第269条),積 極側 の潜在的租税(商 法典第274条 第2項)お よび費用 として 考慮 され る 関税 およ
び消費税(お よび売上高税)で,決 算 日に表示 され る棚卸資産 にかか る もの(商 法典第250条 第1項 第
(3)
1号 および第2号)が これであ る。
さて,こ うした 「抽象的 な積極側計上 能力」(abstrakteAktiviemngsfahigkeit)を 確 定す るのが,
積極側 計上 原則 であ る。す なわ ち,こ の原則 に照 らして,は た して,あ る財 が貸借 対照表に おい
て財産対 象物 として計上 され るべ きか どうか が確 定 され るので ある。そ の際,ベ トゲは,あ る財
が 「独立 的換 金可能性」(selbstandigeVerwertbarkeit)と 「貸借対照表 的把 握可能性」(bilanzielle
Greifbarkeit)と い う二つ の基 準を満 たす ときは,そ れ は 積極側計上原則 で い う 「財産対象物」
(驚rm6gensgegenstand)と な るとして いるの である。 さらに また,こ れ と関連 して,こ の財産対
象物 が,貸 借 対照表法上,一 体誰 に帰属 させ られ なけれぽ な らないか とい うことが問題 とな る。
ベ トゲは,こ こでは,財 産対象物 にたいす る 「経 済的所有権」(wirtschaftHchesEigentum)を 保持
して い る者の ところで,こ の財産対 象物 は貸借対 照表に計上 され なけれ ばな らない とい う原則が
適用 され るとしてい る。それゆ え,会 計報告 目的のために,特 定の者 に財産対 象物 を帰属 させ る
ことは,「 民法上 の所有権 に従 うのではな く」(nichtnachdemzivilrechtlichenEigentum),誰が
財産対 象物の 「経済的所有者」(wirtschaftlicherEigentUmer)で あ るかに従 うとしてい る の であ
④
る。
ここで い う経済的所有権 は,商 人 が対 象物 を 自分 の物 と同様 に利 用す ることがで き,か つ,そ
こか ら生 じる損失 にた い しては,自 己の法的所 有物の場合 と同様 に責任 を負 うことを前提 と して
い る。 経済的 に考察すれ ぽ,こ の者は当該財産対 象物 を,法 的所 有者か らはほ とん どまった く独





よび負担 が利 用者の手 に属す る場合,こ の利 用者 が,利 用 され る財産対象物 の経済 的所 有者 とな
(5)
る。
ベ トゲの こ うした主張 の背景 には,1990年11月30日 付 の商法改正に よ り追加 され た 商 法 典 第
246条 第1項 第2文 〔財産対 象物 で,所 有権留保の下 で取 得 された もの,ま た は 自己債 務 または
他主債 務のた めに第三者 に質入れ された もの,ま た はこれ とは異な る方法 で担保 と して譲渡 され
た ものは,担 保提供者 の貸借対 照表 に収容 されなけれ ばな らない。 ただ し,現 金 に よる預 入れが
お こなわれた ときに限 り,そ れ は担 保受領者 の 貸借対照表 に 収容 され なけれ ばな らない 。〕 にお
いて,「 経済 的所 有権 とい う帰属基準」(Zuordnungskriteriumdesw量rtschaftlichenEigentums)が
く　　
明確 に規 定 され た とい う状 況の変化があ る ことに注意 してお く必要があ る。
この規 定に よれば,「 所 有権留保の下 で」(unterEigentumsvorbehalt)取 得 されたか,ま たは,
自己 また は他 人の債務のために第三 者に質入れ したか,ま たは これ とは異なる方法で担保 と して
譲渡 された財産対 象物 は,担 保提供者 の貸借 対照表 に収 容 され なけれぽ な らない ことに なる。 と
い うのは,担 保提 供者が,引 き続 き,当 該財 産対 象物 の経 済的所有者 とな ってい るか らであ る。
た だ し,商 法典 第246条 第1項 第3文 に従 って,現 金 の預 入れ がお こなわれた場合 には,こ うし
(7)
た帰属 原則 は適用 され ない。
と ころで,「 正規の 簿記の 諸原則 」体 系の 内部 においては,「 積極側計上原則」(Aktivierungs・
,grundsatz)は,た んに,抽 象的 な積極側 計上 能力だけに関わ りを もつ ものであるにす ぎない。 そ
してそ こでは,次 の二つ の基準 が満た された ときに,あ る財は積極側 計上 原則 の意味 での財産対
　
象物 となる。
(1)財 は,そ こか ら生 じる 「債務補 償貢献」(Schuldendeckungsbeitrag)と い う意味 で,「 独 立
して換 金で きる」(selbstandigverwertbar)も ので なければ な らない。 ここでは,あ る物,あ
る権利 または経済的価値が売却 され うるか,ま たは 自己企業の外部 の第三 者にたい して有償
で利 用 に供 する ことがで きる場合 に,「 独立の換 金可能性」(selbst註ndigeVerwertbarkeit)が
与 え られ るとみな され る。
(2)財 は 「把 握で きる」(greifbar)も のでなけれ ばな らない。 ある財が,企 業 の全財産 の 内部
にお いて,他 か ら区分で き,か つ,実 際 にお こなわれ た支 出に よって客観化 され た価値を具
体 化 している場合 に,そ れは,貸 借対照表上,「 把握可能性」(Greichbarkeit)が 与え られ て
(5)Ebd.,S.144.
(6)Ebd.,S・144・ これ と同 様 の 意 味 内 容 を 持 つ もの に,商 法 典 第340b条 の ペ ン ジオ ソ取 引 に 関 す る 規 定
が あ る。 この 点 に つ い て は,拙 稿 「ドイ ツ商 法典 第340b条 の 会 計 的 意 義 」,『 産 業 経 理 』 第52巻 第4号
(1993年1月)を 参 照 され た い。
(7)Ebd.,S・144・ ベ トゲ は,こ うし た経 済 的 所 有権 と法 的所 有 権 と が異 な る者 の 手 に あ る 事 例 と し て,
問 屋 営 業(Kommissionsgeschaften),信託 関係(Treuhandverhaltnissen),ファ ク タ リ ン グ 関 係
(Factoringverhaltnissen),リース 関 係(Leasi㎎verhaltnissen),ペソ ジ オ ソ 取 引(Pensionsge・
schaften),他 者 不 動 産 上 の建 物(BautenauffremdenGrundstUcken)および 無 権 限 自主 占有(unbe・
rechtigterBesitz)を 列 挙 して い る。 これ らの内 容 と そ の会 計 的 意 味 の 検 討 に つ い ては,別 稿 を 予 定
し て い る。
(8)Ebd.,S.60-61.
(387)ベ トゲ 「正規の簿記の諸原則」?G137
い るとみ なされ る。
ベ トゲは,上 述の経 済的所 有権 の基準 とこの 「独立換金可能性」(selbstandigeVerwertbarkeit)
の基 準 との関係を,あ る財の経済的所有 者は当該 財を独立的に第三者 にたい して換 金で きる状態
におかれ ていなけれぽ ならない,と い うよ うに特徴づけ ることが できる としている。 したが って,
ベ トゲにあ っては,経 済的所有権 の基 準は第三者 にた いす る独立換 金可能性の基準お よび把握可
(9)
能性 の基 準に結び付 くもの として とらえ られて いるのであ る。
この点は,法 的所有 と経済的 帰属 性 とが分離 している,現 代 の新 しい会計実務の問題を考察す
る際に,き わ めて重要 な意 味を もつ といえる。
さて,「 消 極側 計上 原則 」(Passivierungsgrundsatz)は 貸借対照表 の消極側 におけ る負債 の 計上
を具体 化す るもの であ る。原則的 には,す べての 「負債」(Schulden)は 「消極側計上義務 のある」
(PassivierungsPflichti9)も の となる。そ して負債 の存在 は次の四つの基準を満た さなけれ ぽ な ら
⑩
ない とされて いる。
(1)「 法的 または経済的義務」(rechtlicheodeswirtschaftlicheVerpflichtung)か,または 商法
典第249条 第1項 第2文 第1号 によ り記録 される事 象(維 持補修費または廃物除去費)の よ うな,
客観化可能 な義 務に類 似 した必要性(内 的義務)(Innenverpflichtung)が 問題 と な って いる。
(2)義 務 は 「把 握可能」(greifbar)な もので なけれ ばな らない。
(3)義 務は,将 来の総財 産の減少 につ なが るよ うな,「 経 済的負担」(wirtschaftlicheBelastung)
を現わす ものでなければ ならない。,
(4)義 務は,少 な くとも,あ る帯域幅 の枠 内において,「 数量化 可 能 」(quantifizierbar)な も
の でなけれ ばな らない。
そ して,経 済的負担を引 き起 こす義務 の存在 が確実であ り,か つ,こ の義務 の大 きさが,一 意的
に,数 量 化可能であ るとす るならば,こ の ときは,消 極側計上i義務のあ る,「 債 務」(Verbindlich・
keit)が 存在す ることにな る。 さ ら に,義 務 がその 「根拠に よっては」(demG川ndenach)確 実
では ないが,し か し,あ る帯域幅の枠 内にお いて数量化 し うるもめであ るとす るな らぽ,た とえ
ω
ば,不 確実 な債務 にたいす る引当金が設定 され なけれ ばな らない。 ベ トゲは,こ うした 「正 規の
簿記 の諸原則 」に よる抽象的 な消極側計上能 力に関す る四つの基 準は,文 献上 もほぼ承認 されて
い ると して,現 代 ドイ ツにおけ る代表的 な経営経済学 者の一人であ る,フ レー リックス(Freericks,
⑫
W・)の 学説 が引用 され てい るのであ る。 この よ うに,ベ トゲが現代会 計理 論の果たす役割 を重視
して いる点 には,注 意す る必要が ある。 ベ トゲ 「正 規の簿記 の諸原則」論 は,た んに,静 態論,
動態論 それに有機体論 といった,古 典 的な会計理論だけ でな く,現 代理 論を も含め た,い わ ば
「理 論の星座状況」 ともい うべ きものを基礎 とす る,総 合的 な理論 であ るとし・え るであろ う。






消極側計上規定において確定 されているような,消 極側計上に 関する 「法的前提」(rechtliche
Voraussetzungen)と い う意味で理解 している。そ して,こ の具体的な消極側計上計上能力が,あ
る抽象的に消極側計上能力を有する負債が商法の具体的な規定に照 らして計上される必要はない
のか(あ るいは計上されてはならないのか)あ るいはまた,あ る消極側計上能力をもたない抽象的な
事象(非 負債)で も法律上の消極側計上規定に基づいて消極側計上 されなけれぽならないのかある
ゆ
いは消極側計上 され うるのかどうかを限定するとしている。
なお,自 己資本は,消 極側計上原則の外で,財 産 と負債 ならびに消極側の計算区分項 目との差
額 として消極側に計上 されなけれぽならない(商 法典第250条第2項 第1文)。 また,税 法上の理由
か ら設定 される,準 備金部分を有する特別項 目も消極側に計上することがで きる(商 法典第247条
第3項)。
X資 本維持原則
会 計責任報 告 目的 とな らんで,年 度決算書 によって追求 され る 目的には,資 本維 持 目的があ る。
年度成 果 に関す る確定原則 は,主 と して,会 計責任報告 目的 に役立 つ。実 現原則 に よる実 現時点
の確定 と,購 入 されたが まだ販売 されて いない財 にたい して,そ の取得原価 または製 造原価を評
価 の上 限 とす る ことを定 めてい ることには,た しかに,資 本維持 につ ながる慎重 な要素 が含 まれ
て いる。 しか し,年 度成果 の算定に際 して 「不均 等原則 」(lmparitatsprinzip)カ ミ適用 され ること
に よ り,そ れ以上に出て,年 度成果 に関す る確定 原則 に よっては考慮 され ない事 象も,考 慮 され
ることにな るのであ る。 不均等原則 と慎重 原則は,あ る事 象が成果にた い してどのよ うな影響 を
及 ぼすか について,決 算 日現在にお いては,不 確定 な場合(あ る事象が実際にはまだ生起 していない
が,そ の原因はすでに発生 してお り,し かもそれが将来の期間に生起することが予想できる場合)に 適用 さ
れ る。不均 等原則 に よれば,「 未実 現の マイナスの 成果貢献」(unrealisiertenegativeErfo!9sbe1・
trage)は,決 算 年度にお いてす でにその原因が発生 してい る(verursacht)場 合には,見 越 計 上
され る(an・ ・L・p・…).つ ま り,そ れ カ・損 益計賭 におい頓 用 と して計上 され るのであ9。
ところで,こ うした 「未実現 のマイナスの成果貢 献」 と同様 に 「未実現の プラスの成果貢献」
(unrealisiertepositiveErf・lgsbeitrage)を 計上す る とすれぽ,そ れは,高 い配 当につ なが り,そ の
後 の年 度 において損 失が実際に生 じた場合 には,自 己資本 または実体 の食い潰 しを引 き起すお そ
れ があ る。 こ うした理 由か ら,不 均等原則 は 「損失見越 の原則」(GrundsatzderVerlustantizipa・
tiOn)と して普及 してお り,今 日では,商 法典第252条 第1$第4号 〔前 出〕 において 法典化 さ
(2)れ
てい るの である。
不均 等原則 の こうした 法律での具体化は固定資産 につ いては商法典 第253条 第2項 第3文 後段





られ るのであ る。 また,商 法典第249条 第1項 第1文 〔引当金 は,不 確定債 務にた い して,お よ
び,未 決取 引か ら発生す るお それ のある損失にたい して,設 定 され なけれ ばな ら な い。〕は,マ
イナスの成 果貢献を個 々の積極項 目に直接 帰算す ることがで きない場合 に,未 決取 引か ら発生す
　るおそれ
の ある損失 にた いす る引当金の設 定を要求 している。
こ うした不均 等原則 と密接に結び付 いている資本維 持原則 が,「 慎重性 の原則 」(Grundsatzder
Vorsicht)で ある。 この原則 は,と くに,将 来の事象 に関 して,貸 借対 照表作成者の ところ に 不
確実 な予想 が存在 してい る場 合には,商 法典第252条 第1項 第4号 〔前 出〕 に従 って,積 極項 目
につ いては これ を過小 に評価 し,そ して消極項 目については これを過大に評価す る ことを要 求す
る。それゆえ,将 来 の事 象に関 して疑念が生 じる場合 には,商 人 は 「よ り豊 であ る」(reicher)よ
りはむ しろ 「よ り貧 しく」(a,m,,)みxる よ うに計算す る。と腰 求 され 乳
ベ トゲは,こ のよ うな貸借対照 表作成方法は資本維 持 目的には応 え るもの であ るよ うにお もわ
れ るが,し か し,そ れは,原 則的 には,会 計責任報告 目的 とは矛 盾す ることに なると して いる。
た しか に,締 切 られ る期間だけを考察 すれ ぽ,慎 重 な評価は 「利 益の 縮 小」(Gewinnminderun9)
に,し たが って,配 当能 力の低 下につ なが る。 しか し,積 極項 目を過 小に評価 した り,債 務 や引
当金を過 大に評価す ることは 「秘 密積立 金」(stillsReserven)の 設定 につ なが る。 しか もそ の存
在 と大 きさは,通 常,年 度決算書 の受手 に よっては,認 識 できないのである。 この ことに よ り,
企業 の経 済状態 についての写像は歪 め られ た ものに なる。 したが って,こ の よ うな慎重原則 の適
用 は,会 計責 任報告 目的の達 成を 阻害 す ることに なる。 さ らに,過 度 に慎 重な評価がお こなわれ
た場合 には,資 本維 持 目的に も悪 い影響 が出 る。 とい うのは,「 秘密積 立金 の 秘密裡 の 取 崩 し」
(stilleAuf16sungstillerReserven)の 可能性(た とx.43,過 小に評価された固定資産が売却された り,
過大に評価された引当金が取崩された りする可能性)に よって,資 本維持が不安 定な基礎の上に置かれ
る ことになるか らである。 この場合には,「 帳簿収益」(Buchertage)と もい うべ きものが 生 じ,
しか も,そ れが,通 常は,損 益 計算書の集合項 目である 「その他 の営業 収益」(sonstigebetriebliche
Ertrage)(商 法典第275条 第2項 第4号 または第3項 第6号)に 含め られて しま うの であ る。 そ して こう
す る ことに よ り,企 業の収益状態 につ いての過 度に良好 な印象を与え る ことにな り,実 際には収
益状態が悪化 してお り,営 業活動 か ら損失が生 じているにもかかわ らず,そ の ことが隠 され て し
　
ま うことも起 こ りうるのであ る。
こ うした ことか ら,ベ トゲは,債 権 者保護 とい う意味での資本維持 目的 と会 計責 任報告 目的 と
を同時 に達成す るためには,'(楽 観的お よび悲観的に)考 え うる価値 の 「帯域 幅」(Bandbreite)を
見 つけ出 し,そ して この帯域幅か ら 「算術的平均 値」(arithmetischerMittelwert)を 算出 し,そ
れ を貸借対 照表 に計上 す ることを提案 してい るのであ る。ベ トゲによれば,こ うした平均 値での





価 と消極項 目の意識的な過大評価よ りも,む しろ,正 確性とい う枠原則を満足 させるものである
としているのである。そ して,ベ トゲのみるところ,「帯域幅引当金」(BandbreitenrUckstellung)
とい う項 目を貸借対照表の消極側に計上することによって,資 本維持目的がはるかによく達成さ
れ ると同時に,こ れを別個に表示することにより,年 度決算書の受手は,こ の帯域幅引当金への
繰入れまたはその取崩 しを計算することによ り,会 計責任報告 目的の意味での適正な期間成果を
⑥
算出することができるようになるとしているのである。
このように,ベ トゲの 「正規の簿記の諸原則」論は,法 解釈学の方法を用いて,現 行 ドイツ商
法典に含まれている会計規定の文言,語 意および意味関連の分析を基礎にして展開されていると
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よって追求 され る目的(会 計責任報告目的および資本維持 目的)か ら演繹的 に展開 して いるの である。
法解釈 と場合に よっては法 改正 の提 案 とい う二つの面が,ベ トゲ 「正規 の簿記 の諸 原則 」論 には
含 まれて いるので ある。 ここに,ベ トゲ理論の特徴をみ ることが で きる。
なお,ベ トゲは,以 上にみた主張 をふ まえて,前 頁 の よ うな商法上 の 「正規 の簿 記の諸 原則」
(7)
の体系 を要約 的に図示 してい る。
XIま と め
以上にみた ごとく,ベ トゲにあっては,年 度決算書の目的が 「所得獲得」と 「所得獲得源泉の
維持」 という二つの目標を内容とする企業 目標か ら考察 され,所 得獲得目標は 「自己 資 本 利 益
率」によって,ま た所得獲得源泉の維持は 「自己資本比率」によって表現できるとされているの
である。そ して,前 者は 「会計責任報告」の前提 であ り,ま た後者は 「資本維持」の程度を表現
するもの とされ,こ れ ら指標の算出に必要な情報が,年 度決算書によって提供されると考え られ
ているのである。さらにベ トゲは,会 計に関する商法上の諸規定を検討するなかで,会 計責任報
告および資本維持 という年度決算書目的が合法的なものであることを明らかにし,同 時にその際,
こうした年度決算書 目的の達成のための前提となっているのが 「文書記録」であることを明 らか
にしている。
ところで,商 法上の年度決算書はこれ らの目的に応えなけれぽならないと同時に,そ の受手の
異なる利害の調整をもはか らなければならない。ベ トゲは,こ の点について,商 法規定は,そ の
全体において,た だ一つの年度決算書 目的の支配を認識 させ るものとはなっていないとしている
のである。それは,立 法者が年度決算書のすべての受手の相対化された保護をはかろうとしてい
ることによるとして,そ うした法律上の利害調整を 「利害調整原則」と表現している。
こうして,ベ トゲにあっては,会 計責任報告と資本維持 という二つの目的は両立 しうるものと
してとらえられ,さ らに文書記録がこれら目的の達成のための前提 として位置づけられ,そ して
「帳簿記帳および年度決算書の主 目的」と 「文書記録」,「会計責任報告」および 「資本維持」か
らなる 「利害調整原則」が,「 正規の簿記の諸原則」体系の基礎として 設置 され ることになるの
である。
こうした基礎の上に立って,ベ トゲにあっては,包 括的な 「法解釈学」の方法(こ れは単なる法
解釈論に終始するものではなく,場 合によっては,法 律の改正についての提言をおこなうという二つの面を
含むものである)を 用いて 「正規の簿記の諸原則」の体系化が試みられ,そ こから,「文書記 録 原




をはかるために,静 態論 動態論および有機体論 といわれる 「古典的会計理論」だけでなく,今
(7)Ebd.,S,66.
142『 明大商学論叢』第76巻第2号(392)
日多様な展開を示 している 「現代会計理論」 も援用さていることが明らかになる。 会計理論(ド
イツでは一般に貸借対照表論と呼ばれている)が,法 律規定のなかに組み込まれているだけでな く,
法と会計を結び付ける役割を果たしている 「正規の簿記の諸原則」との関連で,さ らに法律規定
の解釈 と改正にたいする提言に際 しても,重 要な役割を果たしていることが明らかになるのであ
る。会計理論が,ド イツにおいては,会 計制度を構成する重要 な要素となっているのである。 し
たが って,ド イツ会計制度の研究にとって,法 と 「正規の簿記の諸原則」と会計理論(学 説)の 関
係を,立 体的 ・重層的にとらえ,さ らにそれが会計実務にたい してどのような役割を果たすもの
となっているかが解明されなけれぽならない。これは,ド イツ会計制度の本質の解明にとって,
不可欠の作業 といえる。ここでのべ トゲ 「正規の簿記の諸原則」論の考察は,そ のための準備作
業 ともいえる。
(1993年10月)
